
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎調査結果のチェック要領（案） 
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表紙 概況、位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、調査機関、都道府県名は正しく記載されているか。 

・急傾斜地崩壊危険箇所調査報告書（カルテ）と整合しているか確認する。 

・危害のおそれのある土地の区域が複数の字及び地割に跨っている場合、所在地の表記は危害のおそれのある

土地の区域を設定する斜面に対して人家等が近い字・地割の順とする（運用マニュアル基礎調査編 1.2 参照）。 

・新規箇所の番号付けは、平成 27 年度実施の「土砂災害危険箇所再確認業務」を参考とする。箇所名につい

ては、取り決めが無いため監督員と協議を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①

②

③ 

※参考 新規抽出箇所の番号付け 

・市町村番号の後に”Ｎ”を入れ、既往危険箇所と重複しないように、0001 から通し番号を採番する。 

  急傾斜： 市町村番号＋“N”＋通し番号４桁（0001～） 

    ※通し番号は、旧市町村の単位で採番する。 

②

③ 

④

①⑤
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国土地理院の電子地形図 200000『○○』及び電子地形図 25000『○○』を掲載 

国土地理院の数値地図 200000(地図画像)『○○』及び数値地図 25000(地図画像)『○○』を掲載 

②スケールバー、ノースマークは正しく記載されているか。 

・スケールは三角スケールでずれがないか確認する。 

 

③位置図、概況図の○の位置は調査対象箇所と整合しているか。 

・区域を中心として赤丸で示す。 

・位置図（S=1:25,000）では、危害のおそれのある土地の区域の形状を黒枠で示す。 

④図名が正しく記載されているか。 

・概況図（S=1:200,000）、位置図（S=1:25,000）を記載する。 

 

⑤国土地理院の電子地形図または、数値地図を使用している旨の文章を記載しているか。 

・地形図は最新の電子地形図または、数値地図を使用する。 

・地理院申請は必要ないが、出所を明示する必要があるため以下の文章を記載する。 

 

 

 

※○○には図郭名を記載する。 
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様式 1-1 公示履歴等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

・カルテと整合しているか確認する。 

・調査年度は、業務着手時の年度を記載する。 

 

②基礎調査履歴は正しく記載されているか。 

・調査年月は業務の完了月とする。 

・理由は「基礎調査作業として」とする。 

 

③急傾斜地崩壊危険区域は様式 3-3(2)の有無と整合しているか。 

・管内図、台帳等で有無を確認し、「急傾斜地崩壊危険区域」である場合は指定年月日、告示番号、区域名称

を記載する。 

・様式 3-3(2)の法規制区域・地区における「急傾斜地崩壊危険区域」の有無と整合をとる。 

・様式 3-3(2)は区域設定範囲と急傾斜地崩壊危険区域の重複の有無を記載するため、必ずしも一致ではない。 

･「急傾斜地崩壊危険区域」である場合、様式 3-3(2)の「災害危険区域」は必ず「有」となる。 

 

 

 

①

① 

② 

１巡目基礎調査については、公示履

歴は空白にする。 

③ 

④ 

⑤ 

⑥
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④急傾斜地崩壊危険箇所の欄が正しく記載されているか。 

・新規箇所の場合は空白とする 

・危険箇所番号、箇所名、種類、斜面区分はカルテと整合しているか。 

・種類、斜面区分は下記の表を参考にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤砂防基盤図に関する情報は正しく記載されているか。 

・追加図化および修正図化を実施した場合は、「図化年度」に情報を追加し、「新規・修正の区分」を「修正」

とする。 

 

⑥土砂災害警戒区域等の重複は適切か。 

・公示済箇所のみを記載する。 

→客先に確認するほか、岩手県 HP（http://www2.pref.iwate.jp/~hp0607/）にて情報公開されているため、

そこで確認する。 

・「土砂災害特別警戒区域」が重複すれば、「土砂災害警戒区域」は記入しない。 
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項　目 記　号 単　位 参考値

土石等の比重 σ t/m
3 2.6

土石等の容積濃度 c - 0.5

土石等の密度 ρ m - 1.8

土石等の単位体積重量 γ kN/m3 14～20  ※一般値はγ=18kN/m2

土石等の内部摩擦角 φ ° 15～40  ※一般値はφ=30°

土石等の流体抵抗係数 f b - 0.025

様式 2-1 地形・地質状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②急傾斜地の地形に関する事項（方向、高さ、傾斜度、縦断形状（尾根型/谷型）、横断形状（凸型/凹型等））

が記載されているか。 

 

③下方の土地の地形および利用状況が記載されているか。 

 

④地表面に関する事項（崩壊の兆候、植生状況）が記載されているか。 

 

⑤地盤の状況に関する事項（表層土の土質、基盤岩の露出の有無、基盤岩の風化状況等）が記載されているか。 

 

⑥土質定数の設定は適切か。 

・基礎調査マニュアル（急-42）に記載されている土質定数を確認する。 

・現地調査時に土質（礫質土、砂質土、粘性土）を確認し、「土石等の単位体積重量」及び「土石等の内部摩

擦角」の値を決定する。 

・地質状況等に明瞭な差異がないにもかかわらず、同じ地区内で異なる値を使用していないか確認すること。 

 

 

 

 

  

①

①

②

③ 

④

⑤

⑥ 

⑦ ⑧ ⑨ 
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⑦土質定数および想定される崩壊土量・幅及び深さの設定根拠は正しく記載されているか。 

・「土砂災害防止に関する基礎調査マニュアル(案)急傾斜地の崩壊」に準拠 とコメントされているか確認す

る。 

 

⑧対策施設等状況の有無は様式 2-3、2-4 と整合しているか。 

・対策施設がある場合：様式 2-3、2-4 に対策施設に関する記載があるか確認する。 

・対策施設がない場合：様式 2-3、2-4 に「対策施設なし」とコメントされているか確認する。 

 

⑨過去の災害実績等の有無は様式 2-5 と整合しているか。 

・過去に災害実績等がある場合：様式 2-5 に災害実績に関する記載があるか確認する。 

・過去に災害実績等がない場合：様式 2-5 に「災害実績なし」とコメントされているか確認する。 

 

  

土　質
単位体積重量

γ(kN/m3)

せん断抵抗角

(φ：°)

(内部摩擦角)
地表の状況 地盤の状況

砂及び砂礫
（礫質土）

18 35

・風化、亀裂が発
達していない岩
・風化、亀裂が発
達した岩
・亀裂が発達、開
口しており転石・
浮石が点在する

・硬岩
溶岩・集塊岩等も含む
斜面中に未風化の部分が露岩している場合

・軟岩
第三紀層・頁岩・砂岩等で斜面中に未風化の部分が露岩している場合

・段丘堆積物

砂質土 17 30
・礫混じり土、砂
質土

・硬岩
表層部の風化が進行し斜面中に露岩が認められない場合

・軟岩
表層部の風化が進行し斜面中に露岩が認められない場合

・強風化岩
（マサ・温泉余土等）

・火山砕屑物
（シラス・ローム等）

・崩積土

粘性土 14 25 ・粘質土
・火山砕屑物
（シラス・ローム等）
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様式 2-2 微地形及び人工構造物等の状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・図面が A4 一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④区域設定に影響する微地形及び人工構造物がある場合、正しく図示されているか。 

・区域を修正した範囲が図示されているか確認する。 

・明らかに土石等が到達しないと認められる土地の範囲は、運用マニュアル基礎調査編 2.10 参照。 

 

⑤区域設定に影響する微地形及び人工構造物がない場合、「区域を規制する微地形等なし」とコメントされて 

いるか。 

・「区域を規制する微地形等なし」と記載したテキスト 

ボックスを添付する。 

  

①

②

②

③ 

④

⑤

①
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<地形形状により明らかに土石等が到達しないと認められる土地の設定方法> 

（運用マニュアル基礎調査編 2.10 より） 

 

河川や水路などの開発可能性が極めて低い土地への区域設定を防ぐため、危害のおそれのある土地・著しい

危害のおそれのある土地ともに、河川手前の土地を区域末端として区域設定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明らかに土石等が到達しない範囲（左：現行マニュアル、右：運用マニュアル基礎調査編） 

 

 

  

○ × 
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様式 2-3 対策施設等の位置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・図面が A4 一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④測線番号がわかるように表示されているか。 

・測線番号が極力重複しないように見やすく表示されているか確認する。 

 

⑤対策施設がある場合、対策施設数は様式 2-4 と整合しているか。 

・施設位置図に示した施設数と様式 2-4 に記載した施設数が整合しているか確認する。 

 

⑥対策施設がある場合、施設端部に補助測線（ダブル測線）が配置されているか。 

・施設端部に補助測線が配置されているか確認する。(10 ページ目参照) 

  

① 

②

②

③ 
④

①

⑤

⑥
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⑦対策施設がない場合、「対策施設なし」とコメントされているか。 

・「対策施設なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

 

  

対策施設①端部における 

ダブル測線 

対策施設②端部における 

ダブル測線 

対策施設①・②端部における 

ダブル測線 
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様式 2-4 対策施設等の諸元  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②対策施設がある場合、効果評価は適切か。 

・施設効果の有無が正しく記載されているか。 

・効果評価方法については、運用マニュアル基礎調査編 2.6 を参照する。 

・構造としては施設効果有の施設でも、設置されている場所によっては効果無になることもある。 

（例：施設下方に比高 5m 以上の急傾斜地を挟む場合） 

 

③対策施設がある場合、対策施設の諸元等は正しく整理されているか。 

・基礎調査マニュアル 急-51 を参考に区分、工種、工種細分を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 

区分 工種 工種細分

不安定土塊を除去する切土工

斜面形状を改良する切土工

石積工 ※空石積は効果なし

ブロック積擁壁工

もたれコンクリート擁壁工

重力式コンクリート擁壁工

コンクリート枠擁壁工

グラウンドアンカー工

ロックボルト工

杭工 杭工

押さえ盛土工 押さえ盛土工

柵工 土留柵工

待受け式擁壁工 待受け式擁壁工

のり切 のり切

土留

擁壁工

アンカー工

区分 工種 工種細分

石張工 ※空石積は効果なし

ブロック張工

コンクリート張工

コンクリート板張工

植生工 張芝工

モルタル吹付工

コンクリート吹付工

プレキャスト枠工

現場打コンクリート枠工

現場打吹付枠工

柵工 編柵工

ジャカゴ工

フトンカゴ工

地表水排除工

地下水排除工

のり面
保護施設

張工

吹付工

のり枠工

ジャカゴ工

排水施設

②③ ④ 

⑤

①
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④施設効果を見込まない対策施設がある場合、備考欄にその理由が記載されているか。 

・備考欄に施設効果を見込まないと判断した理由について記載されているか確認する。 

 

③対策施設がない場合、「対策施設なし」とコメントされているか。 

・「対策施設なし」と記載したテキストボックスを添付する。 
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様式 2-5 過去の災害実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②過去の災害実績について、既往資料やヒアリング等で確認したか。 

・既往資料がないが、現地で災害状況がわかるものについては（斜面が少し崩れた等）、位置や写真を当様式

でとりまとめる。 

 

②災害実績がない場合、「災害実績なし」とコメントされているか。 

・「災害実績なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

  

① 

①

② 

③ 
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様式 3-1 危害のおそれのある土地、著しい危害のおそれのある土地の設定図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

<設定区域が 1つの場合> 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 サイズで区域全体が表示できない場合は、1:2,500 で表示できる用紙サイズ（最大 A0 サイズ）で図面を

出力する。 

 

<設定区域が複数の場合> 

・区域全体を表示した図面（区切りのいい縮尺で最大 A3 サイズ）及び区域ごとの図面（縮尺 1:2,500 もしく

は 1:1,000、最大 A0 サイズ）を作成する。 

 

④測線番号がわかるように表示されているか。 

・測線番号が極力重複しないように見やすく表示されているか確認する。  

① 

①

②

②

③ 
④

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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⑤様式 2-2、2-3、3-4、3-5、3-7、4-1 に表示されている区域と整合しているか。 

・整合と同時に、最終の区域形状が表示されているか確認する。 

 

⑥レイヤの順番は正しいか。 

下記の順番で表示されているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦著しい危害のおそれのある土地の区域内で測線同士が交差していないか。 

・レッドゾーンが交差しないよう測線を設定する。 

※レッドゾーン：著しい危害のおそれのある土地の区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レッドゾーンが交差している レッドゾーンが交差しないよう測線を追加・修正

レッドゾーンが交差している 斜面を分割設定 

上位 

下位 

・上端、下端 

・横断測線 

・堆積の高さが 3mを超える土地の区域 

・移動による力が 100kN/㎡を超える土地の区域

・著しい危害のおそれのある土地の区域 

・危害のおそれのある土地の区域 

○× 

○× 
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様式 3-2 建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項（レッド内）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②様式 3-1、4-4 と横断測線番号が整合しているか。 

 

③様式 4-4 と値が整合しているか。（同じ色枠で囲った数値が整合するか確認する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④土石等の移動による力、土石等の堆積の高さが当該区分（100kN/m2、3m）に該当しないとき「-」が記入さ

れているか。  

①

①

② 

③ ④ 

A a B bC c

様式 3-2 の A と a、Bと b、Cと

cを比べて大きい方の値が入る
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様式 3-3(1) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②危害のおそれのある土地の区域の面積は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含んだ面積となっている

か。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域を抜いた面積となっていないか確認する。 

 

 

 

 

③土地利用状況が様式 3-5 の平面図と整合しているか。 

 

④人家戸数、公共的建物、要配慮者利用施設が様式 3-4 の平面図と整合しているか。 

・危害のおそれのある土地の区域の人家等戸数は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含む人家戸数とな

る。 

 

 

 

 

⑤警戒避難体制に関する記載は正しいか。 

・資料調査、市町村の担当者にヒアリングを実施し最新情報を記載する。 

※平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータは使用しない 

①

左のような区域の場合 

危害のおそれのある土地の区域の人家戸数：4 戸、 

著しい危害のおそれのある土地の区域の人家戸数：2戸 

① 

② 

③ 

危害のおそれのある土地の区域の面積は①・②・③をすべて足し合わせた値となる。

※②（著しい危害のおそれのある土地の区域）を抜いた値としないこと。 

①

③

④

④

②

⑤
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様式 3-3(2) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②法規制区域・地区の有無は正しく記載されているか。 

・運用マニュアル基礎調査編 1.5 を参照し、最新の指定状況が必要な項目は資料調査を実施する。 

 

③備考に出典が記載されているか。  

①

①

③

②
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様式 3-4 人家等の建築構造状況図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・図面が A4 一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④人家がある場合、様式 3-3(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-3(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の人家戸数とシンボル

の数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある人家については、建築構造が記載しているか確認する。 

 

⑤公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、様式 3-3(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-3(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の公共的建物及び要配

慮者利用施設とシンボルの数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある公共的建物及び要配慮者利用施設については、建築構造が記載して

いるか確認する。 

・公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、施設名称を旗揚げする。  

①

①

②

③ 

④･⑦･⑧

⑤

⑥

②
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⑥共同住宅がある場合、戸数が旗上げされているか。 

 

⑦区域に含まれる建物が明確に図示されているか。 

・シンボル（●）は主たる建物に図示する。 

・DM 及びオルソ画像にない建物（保全対象となるもの）を発見した場合は、図面に直接建物形状を図示

する。 

・DM 及びオルソ画像にある建物を現地で確認した結果、存在しない建物は図面の建物形状の上に×印を

図示する。 

 

⑧区域内に保全対象となる建物がない場合、「人家等なし」とコメントされているか。 

・区域内に保全対象となる建物がない場合は、「人家等なし」と記載したテキストボックスを添付する。 
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様式 3-5 土地利用状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・図面が A4 一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④図面は DM＋オルソとなっているか。 

 

⑤公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、施設名称が旗揚げされているか。 

 

  

①

②

②

①

③ 

④ 

⑤
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様式 3-6 宅地開発の状況及び建築の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②各項目の数値は適切か。 

・平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータを使用する。 

 

 

  

①

①

② 
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様式 3-7 現地写真・スケッチ等の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

・図面が A4 一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④測線番号がわかるように表示されているか。 

・測線番号が極力重複しないように見やすく表示されているか確認する。 

 

⑤写真の位置・向き・番号が様式 3-8 と整合しているか。 

・写真位置・向き・番号が様式 3-8 に記載されている写真と整合しているか確認する。 

・写真位置が密集している場合は、引き出し線を使用してわかりやすく表記する。 

  

① 

①

②

②

③ ④

⑤
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様式 3-8 現地写真・スケッチ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②必要な写真が整理されているか。 

・以下の内容について写真が整理されているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③コメント欄に調査年月日が記載されているか。 

 

  

①全景

端部根拠が地形条件の場合、スタッフ・ポール等を入れる。

端部根拠が社会条件（開発見込みなし等）の場合、土地利用状
況を確認できる写真とする。

様式2-4で示されるもの全てを撮影する。

コメントに施設番号を記載する。

銘板があれば撮影し、調書に追加する。

待受式擁壁工の場合、クリアランスの状況も整理する。

④公共的建物等の状況 公共的建物、災害時要配慮者関連施設、避難場所など

⑤土地利用状況 該当斜面における保全対象がわかる写真とする。

⑥明らかに土石等の到達しない範囲の状況 スタッフ・ポール等を入れる。

⑦現地地形とDMに著しい差異が認められる範囲の状況

⑧急傾斜地崩壊危険区域等の看板

⑨崩壊跡地形

⑩地質状況 特徴のある地質が観察された場合に撮影する。

③対策施設の状況

②急傾斜地の端部状況

① 

①

③ 

② 
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様式 4-1 区域設定根拠平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:2,500 を基本とし、区域が見づらい場合は 1:1,000 とする。 

A4 で入らない場合は用紙サイズを大きくする（最大 A3 まで可）。 

・図面が一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④測線番号がわかるように表示されているか。 

・測線番号が極力重複しないようにみやすく表示されているか確認する。 

 

⑤明らかに土石等の到達しない範囲の判断は適切か。 

・明らかに土石等の到達しない範囲の判断が適切かどうか確認する 

・区域修正をしている箇所については、旗揚げがされているか。また、根拠が適切か確認する。 

① 

①

④

②

③ 

⑤

⑥・⑦・⑧

端部根拠が地形条件の場合、現地で確認断面

を計測し、位置と断面図を記載する。 

②
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⑥端部根拠は適切か。 

・急傾斜地の端部の根拠が適切か確認する。 

 

<端部根拠> 

 ①地形条件による端部：傾斜 30°、高さ 5m を満たさなくなる位置を現地で確認する。 

 →左端左方（もしくは右端右方）にて確認断面をとり、位置と断面図を貼り付ける。 

 ②社会条件による端部：人家等の立地の可能性がある平坦地の境界を現地で確認する。（運用マニュアル基

礎調査編 2.3 参照） 

 ③隣接危険箇所との境界による端部：端部測線は隣接警戒区域の端部測線と整合するように設定する。 

 

⑦横断測線の設定位置は適切か。 

・横断測線の設定位置が適切か確認する。 

・測線間隔は 20m 間隔程度とするが、対象斜面の特徴を反映できるよう、区域端部・施設端部・地形変化点（尾

根地形・谷地形）では測線を設置する。 

 

⑧横断測線の展開方向は適切か。 

・横断測線の設定位置が適切か確認する。 

・現地地形を反映した測線方向で区域設定を実施する。運用マニュアル基礎調査編 2.9 を参考とする。 

 

 

 

・測線を必要以上に伸ばしすぎない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測線展開方向の違いによる区域設定比較 

（左：二等分線・左右端直角方向 右：最急勾配方向） 

  

①下端より下方の横断測線の引き方：下端直上部からの延長線（原則直線とする） 
②上端より上方の横断測線の引き方：最急勾配方向 

○ × 



- 27 - 
 

⑨砂防基盤図と現地地形が異なる場合、イメージコンターを追加しているか。 

・現地調査時に、砂防基盤図上に表現されていない地形が確認された場合は、図面にイメージコンターを追加

し、現地地形を再現する。 

 

イメージコンターによる現地地形再現（例） 
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様式 4-1 区域設定根拠平面図（オフセット図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・1:1,000 を基本とする。A4 で区域全体が表示できない場合は、用紙サイズを大きくする（最大 A3 まで可）。 

・図面が一枚で収まらない場合は、図の方向を変える。もしくは様式を複数枚に分割する等工夫する。 

・様式が複数枚となった場合は、様式タイトルの末尾に(○/○)を追記する。 

 

④オフセット測量が正しく実施されているか。 

・1つの下端点から、現地にあり砂防基盤図に表現されている明瞭な地物点までの距離を 2本計測しているか

確認する。 

・運用マニュアル基礎調査編 2.1 を参考とする。下端点から地物点までの距離は 50m 以内とする。 

(29 ページ目参照) 

  

① 

②

①

③ 

④ ⑤ 

②
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オフセット測量の実施例 

 

⑤現地で取得した下（上）端、オフセット基点から下（上）端の距離が正しく示されているか。 

 

 

 

 

 

  

下端（測線番号入れる）

オフセット基点から下端までの距離 
オフセット基点 
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様式 4-2 区域設定根拠断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②システム断面図の縮尺は適切か。 

・縮尺が小さすぎないか、見づらくないか確認する。 

 

③システム横断図の区域ラインは様式 3-1 の区域と整合しているか。 

・システム横断図上に記載されている区域ラインと様式 3-1 の平面図に示されている区域の範囲が整合してい

るか確認する。 

<特に注意が必要な箇所> 

 ・「明らかに土石等の到達しない範囲」により区域修正を行っている箇所 

 ・複数斜面から構成されている箇所 

 

④現地計測結果の下（上）端が基盤図の断面図に正しく表示されているか。 

・DM と現地地形断面が異なる場合、下（上）端位置は現地調査結果に合わせる（DM に重ねない）。 

 

 

 

 

  

① 

現地調査結果の 

位置に合わせる 

①

⑤ 
② ③ 

⑥

④ 

⑦

基盤図で上端を設定する場合は、 

断面スケッチの上方は 30°以上の破線表示 
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⑤横断測線に関する情報が入力されているか。 

・測線配置、上下端の設定根拠、施設状況についてコメントが記載されているか確認する。 

・左右端測線の場合は、端部根拠も記載する。 

 

⑥急傾斜地の地形、地表、地盤の状況、下端位置の概要が把握できる写真が添付されているか。 

・下端位置はポール等で示す。 

 

⑦スケッチに下（上）端、施設位置が正しく記載されているか。 

・上下端採用位置は適切か確認する。 

・スケッチには必ず 30°、5m の三角形を記載する。 

・斜面が高い場合（10～15m 以上）は、上端は現地計測できないため基盤図の上端を用いる。その際、断面ス

ケッチの上方は 30°以上の破線表示とする。 

・ダブル断面の場合は、施設がある方・ない方の測線を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設位置・諸元記載

30°、5m の三角形記載
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様式 4-3 危害のおそれのある土地等の区域設定に関する計算結果（計算条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②各横測断線の高さが 5m 以上かつ傾斜が 30 度以上となっているか。 

 

③様式 2-1 で設定した土質定数等と移動時の内部摩擦角、堆積時の内部摩擦角、土石等の単位堆積重量が一致

しているか。 

・一致していない場合は、備考に根拠が記載されているか確認する。 

 

④様式 2-1 で対策施設が「有」の場合、原因地対策施設の効果または待受け式対策施設の効果のいずれか、ま

たは両方の「施設有無」欄が「有」となっているか。 

・「有」の場合、様式 2-3 と対応する施設番号を入力する。 

 

⑤原因地対策施設、待受け式対策施設が「効果有」のとき、施設効果の各欄に全て数字が記入されているか。 

・様式 2-4、3-8、4-2 に記載されている施設諸元と整合しているか確認する。(33 ページ目参照) 

  

① 

①

② ③ ④ ④⑤ ⑤⑥

⑦
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<待受け式対策施設の諸元入力> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥想定規模（想定崩壊土量、想定崩壊幅）が岩手県基礎調査マニュアルで定められた値と一致しているか。 

・一致していない場合は、備考に根拠が記載されているか確認する。 

 

<急傾斜地の高さと想定崩壊土量・想定崩壊幅の関係（基礎調査マニュアル 急-46）> 

 

 

⑦施設補助断面がある場合、備考欄にコメントされているか。 

・施設端部に施設補助断面（ダブル測線）を設定した場合、備考欄に“横断測線 No.○○ 施設補助断面”と

記載されているか確認する。 

 

  

急傾斜地の
高さ　H（m）

崩壊土量

V（m3）

崩壊幅
W（m）

5≦H＜10 41.9 13.8

10≦H＜15 78.9 17.1

15≦H＜20 101.2 18.6

20≦H＜25 150.0 21.2

25≦H＜30 214.3 23.9

30≦H＜40 238.3 24.8

40≦H＜50 371.4 28.8

50≦H  　　 500.0 31.8

下端より上方に待受けがある場合は「-(マイナス)」、下端

より下方に待受けがある場合は「+(プラス)」、表示となる。
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様式 4-4 危害のおそれのある土地等の区域設定に関する計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②急傾斜地の高さ、急傾斜地の傾斜度が様式 4-3 と整合しているか。 

 

③危害のおそれのある土地の区域の下端からの距離、上端からの距離が様式 3-1 および様式 4-2 の横断図と整

合しているか。 

 

④著しい危害のおそれのある土地の区域の下端に隣接する土地の下端からの距離が様式3-1および様式4-2の

横断図と整合しているか。 

 

⑤著しい危害のおそれのある土地の区域の急傾斜地内の土地の上端からの比高が様式3-1および様式4-2の横

断図と整合しているか。 

(35 ページ目参照) 

  

① 

①

② ③ 

④ ⑤

⑥ ⑦

⑧
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<様式 4-2 横断図との対応> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥著しい危害のおそれのある土地の区域の下端からの距離は、移動による力と堆積による力の建築物の限界耐

力を上回る位置（下端からの距離）の大きいほうの値と一致するか。 

 

⑦著しい危害のおそれのある土地の区域の上端からの比高は、移動による力と堆積による力の建築物の限界耐

力を上回る位置（上端からの比高）の小さい方の値と一致するか。（ただし、5m を下回らない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧施設補助断面がある場合、備考欄にコメントされているか。 

・施設端部に施設補助断面（ダブル測線）を設定した場合、備考欄に“横断測線 No.○○ 施設補助断面”と

記載されているか確認する。 

大きい方の値が入る 小さい方の値が入る 

（5m を下回らない） 

R：著しい危害のおそれのある土地

Y：危害のおそれのある土地 


